
　 基準点の設置は、平成19年度は地籍調査実施予定地域に795点、公共事業等確定測量実施予定地域に88点、20年
度は地籍調査実施予定地域に909点、公共事業等確定測量実施予定地域に90点、21年度は地籍調査実施予定地域に
617点、公共事業等確定測量実施予定地域に84点を設置している。
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事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　 地籍調査の実施主体である市町村等の要望を踏まえ、調査地域を対象に調査実施の前年度に国土地理院が基準点
を設置している。また、地籍調査と同等以上の精度・正確さを有する公共事業等で行われる測量の成果を指定（国土調
査法第19条第5項指定）することにより、地籍の明確化が図られ、指定した範囲の地籍調査が完了したこととみなされる
ことから、これに必要な基準点も併せて設置している。

 　地籍調査において土地の一筆ごとの境界を測量し、正確な位置関係を求めるためには、正確な座標値を有する国家
基準点（一等～三等三角点）に基づき測量をする必要があるが、既設の国家基準点は必ずしも調査地域の近傍に設置
されているわけではなく、測量を行うには不十分なことから、これらを補足するための基準点（四等三角点等）を国が設
置することにより、地籍調査の円滑な実施及び測量精度の確保を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

495

執行率 95.2% 96.0% 94.7%

649

事業番号 133

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
昭和26年基準点測量等
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21年度

執行額

予算額(補正後） 770

898 729

982

総事業費(執行ベ ス)

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 国土調査課

上位政策

課長　角南　国隆土地・水資源局

一般会計

担当部局庁

地籍の整備等の国土調査を推進する

関係する計
画、通知等

国土調査法第２条第１項 国土調査事業十箇年計画（H22.5.25閣議決定）

22年度 23年度要求19年度 20年度

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

【一部改善】
単価の安い基準点の設置などにより、コストの縮減を図る。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

【予算科目】
301国土調査費
　　95国土調査に必要な経費
                       うち基準点測量　　　　　　　　（２１年度予算額）　　　　　　　　　　（２１年度決算見込み額）
        　　　　　　　　　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　０．７百万円　　　　　　　　　　　　　　　　０．００２百万円
 　　　　　　　　　　　　測量旅費　　　　　　　　　　　　　　　２８百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１２百万円
                             測量庁費　　　　　　　　　　　　　　７４１百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　７１７百万円

  都市部（ＤＩＤ）においては、平成16年度から平成18年度に都市再生街区基本調査により街区基準点の整備が完了して
いることから、基準点の設置は不要となっている。その他の地域においては、より単価の安い基準点（補助基準点）の設
置や、既設基準点の成果の改測を実施することで、新たに設置する基準点の点数を削減し、コスト縮減を図る必要があ
る。

(20年以上経過した事業の廃止を前提とする検証)
  本事業は、昭和26年より実施しており20年以上を経過しているが、地籍調査における測量の基礎となる基準点を設置
するものであり、地籍調査に併せ、昭和26年度から現在まで継続的に事業を実施しているが、市区町村が地籍調査を実
施する際には今後も測量の基礎となる基準点が必要不可欠であることから、引き続き事業を実施することが必要であ
る。ただし、コスト縮減の観点から、より単価の安い基準点（補助基準点）の設置や、既設基準点の成果の改測を実施す
ることで、新たに設置する基準点の点数について見直しを行う。

　業務の主たる部分に係る再委託は禁止しており、主たる部分以外の再委託については、軽微なもの（速記、印刷、製
本等）を除き、再委託承諾を行うこととしている。また、適時の打合せにおいて業務実施体制を確認するなど、支出先・使
途の把握に努めている。

総事業費(執行ベース)



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)て補足する)
(単位:百万円)



人件費

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

A.（社）全国国土調査協会 E.㈱三共コンサルタント

材料費

使　途
金　額

(百万円）

測量主任技師、測量技師等 7

消耗品、ガソリン 1

機械経費

人件費 管理技術者、技術者 16 人件費

GPS測量機、トータルステーション、計
算機

1

交通費（高速道）等 2

精度管理費、成果検定費 1技術管理費

旅費交通費

その他

一般管理費 手当等 5

諸経費 1

金　額
(百万円）

18計 16 計

業務作業費 10

B.写測エンジニアリング（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

その他 交通費・宿泊費 1

管理費 1

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい

計 12 計

北海道地方 量部ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる

ように記載）

C.北海道地方測量部 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 非常勤職員賃金・保険料 4

外部委託 基準点測量 87

その他 消耗品等 3

金　額
(百万円）

費　目

0

D.㈱サッコウ測地 H.

計 94 計

使　途 金　額
(百万円）

人件費 測量主任技師、測量技師等 8

費　目 使　途

技術管理費 精度管理費、成果検定費 1

旅費交通費 交通費（高速道）等 2

その他 諸経費 4

0計 15 計



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 写測エンジニアリング（株） 12 1 （株）ズコーシャ 21

2 （有）アーバンエコリサーチ 9 2 中田・大東共同企業体 19

3 (株）パスコ 7 3 高崎共同企業体 18

4 昇寿チャート(株） 6 4 （株）オオバ 17

5 ㈱ＵＲリンケージ 6 5 （株）サッコウ測地 15

6 第一航業（株） 4 6 （株）神田設計 14

7 (株）オリゾンシステムズ 2 7 西部技術コンサルタント（株） 13

8 国土地図(株） 2 8 三重測量設計（株） 12

9 (株）昭和 1 9 道測ユニオン共同企業体 12

10 （株）きもと 1 10 南海測量設計（株） 11

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 北海道 94 1 ㈱三共コンサルタント 18

2 九州 81 2 しんとう・青秋共同企業体 14

3 関東 50 3 日豊・アースプラニング共同企業体 12

4 近畿 49 4 四国石材工業（有） 10

5 中部 46 5 福井コンピュータ（株） 10

6 中国 46 6 有明マテリアル（株） 8

7 四国 36 7 日本測地設計㈱ 7

8 北陸 27 8 （株）栄光エンジニアリング 6

9 東北 27 9 アクモス（株） 4

10 沖縄 18 10 (株)マプコン　 3

B.民間企業（14社）　52百万円 D.民間企業（53社）　411百万円

C.地方測量部（10機関）　474百万円 E.民間企業（17社）　103百万円


